
構造改革特別区域計画 新旧対照表 

（１）構造改革特別区域計画（本体） 

変更後 変更前 

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

  島根県隠岐郡海士町 

２ 構造改革特別区域の名称 

  海士ワイン・どぶろく特区 

３ 構造改革特別区域の範囲 

  島根県隠岐郡海士町の全域 

４ 構造改革特別区域の特性 

（１） 位置

本町は島根半島の北東約６０㎞沖合の日本海

に浮かび、島前地区及び島後地区で形成する隠

岐諸島の中に位置し、島前地区の東側、中ノ島全

域を行政区域とする面積 33.46㎢、周囲 89.1 ㎞

の自然豊かな町である。 

島前地区３町村の中で唯一島内に平野が広が

っているため稲作が行われている。また畜産も

盛んで、稲作とともに町の基幹産業となってい

る。その他、黒大豆、白大豆、小豆、みかん、は

っさく、ぶどう等の生産が行われている。 

（２） 気候

本町は島根半島沖の日本海に囲まれており、

対馬海流の影響で寒暖差が少なく比較的温暖な

海洋性気候である。夏の平均最高気温は 35度前

後、冬は平均最低気温 3 度前後で降雪量は少な

く、令和６年の年間降水量は 1,442㎜である。 

（３）人口

本町の人口推移は、昭和 25 年の 6,986人をピ

ークに減少に転じ、令和 2 年の国勢調査では

2,267 人となっている。しかし、平成 27 年の国

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

  島根県隠岐郡海士町 

２ 構造改革特別区域の名称 

  海士ワイン・どぶろく特区 

３ 構造改革特別区域の範囲 

  島根県隠岐郡海士町の全域 

４ 構造改革特別区域の特性 

（１） 位置

本町は島根半島の北東約６０㎞沖合の日

本海に浮かび、島前地区及び島後地区で形成

する隠岐諸島の中に位置し、島前地区の東

側、中ノ島全域を行政区域とする面積 33.46

㎢、周囲 89.1㎞の自然豊かな町である。 

島前地区３町村の中で唯一島内に平野が

広がっているため稲作が行われている。また

畜産も盛んで、稲作とともに町の基幹産業と

なっている。その他、黒大豆、白大豆、小豆、

みかん、ぶどう等の生産が行われている。 

（２） 気候

本町は島根半島沖の日本海に囲まれてお

り、対馬海流の影響で寒暖差が少なく比較的

温暖な海洋性気候である。夏の平均最高気温

は 30 度前後、冬は平均最低気温 2 度前後で

降雪量は少なく、2023年の年間降水量は 1662

㎜である。 

（３）人口

本町の人口推移は、昭和 25年の 6,986人を

ピークに減少に転じ、令和 2年の国勢調査で

は 2,267 人となっている。しかし、平成 27年



勢調査からの人口の推移は 87 人減（△3.7％）

であり、中山間地の減少率としては県内 3 番目

（1 位、2位はいずれも島前地区）であり、全国

的に見ても異例の減少率と言える。これは、町に

よる産業振興を中心としたＵ・Iターン者の受け

入れと、島前三町村による大人の島留学を中心

とした移住・定住者増による影響であると考え

られる。 

（４）産業・経済

平成の大合併の風が吹く中、平成 15 年に本町

は単独町制を決断したが、国の三位一体の改革

による「地財ショック」が町の財政を襲い、平成

20 年度には「財政再建団体」への転落が確実視

されていた。そうした中、行財政改革と共に断行

されたのが、雇用増、外貨獲得のための第 1 次

産業の再生である。島の地域資源を掘り起こし

商品開発を行う研修生制度、「海」、「潮風」、「塩」

を産業振興のキーワードに据えた島ブランドの

確立、これらの取り組みを中心に産業の担い手

となるＵ・Ｉターン者の増加、企業の業績アップ

などの効果が現れるようになった。 

（５）規制の特例措置を講じる必要性

本町は四方を海に囲まれた離島であり、その

特性を活かした水産物の加工・販売と、潮風の恩

恵を受けた土地で繁殖・肥育を行う畜産業を主

な産業として発展してきている。 

  一方で、水稲を中心とする農業は農家の高齢

化や後継者不足により、近年は離農者が現れる

と作付条件の悪い農地から順に遊休農地となる

状況である。一見すると自然豊かな島の風景で

はあるが、山林の荒廃も深刻な課題となってお

り、町の景観計画を策定するなど課題解決が急

がれている。 

  その景観計画策定にあたって町内外からの声

が多かったのは、「島の田園風景を守りたい。」と

いうことであった。町内の田や畑を守るために

の国勢調査からの人口の推移は 87 人減

（△3.7％）であり、中山間地の減少率として

は県内 3 番目（1 位、2 位はいずれも島前地

区）であり、全国的に見ても異例の減少率と

言える。これは、町による産業振興を中心と

したＵ・I ターン者の受け入れと、島前三町

村による大人の島留学を中心とした移住・定

住者増による影響であると考えられる。 

（４）産業・経済

平成の大合併の風が吹く中、平成 15年に本

町は単独町制を決断したが、国の三位一体の

改革による「地財ショック」が町の財政を襲

い、平成 20年度には「財政再建団体」への転

落が確実視されていた。そうした中、行財政

改革と共に断行されたのが、雇用増、外貨獲

得のための第 1 次産業の再生である。島の地

域資源を掘り起こし商品開発を行う研修生制

度、「海」、「潮風」、「塩」を産業振興のキーワ

ードに据えた島ブランドの確立、これらの取

り組みを中心に産業の担い手となるＵ・Ｉタ

ーン者の増加、企業の業績アップなどの効果

が現れるようになった。 

（５）規制の特例措置を講じる必要性

本町は四方を海に囲まれた離島であり、そ

の特性を活かした水産物の加工・販売と、潮

風の恩恵を受けた土地で繁殖・肥育を行う畜

産業を主な産業として発展してきている。 

一方で、水稲を中心とする農業は農家の高

齢化や後継者不足により、近年は離農者が現

れると作付条件の悪い農地から順に遊休農

地となる状況である。一見すると自然豊かな

島の風景ではあるが、山林の荒廃も深刻な課

題となっており、町の景観計画を策定するな

ど課題解決が急がれている。 

その景観計画策定にあたって町内外から

の声が多かったのは、「島の田園風景を守り

たい。」ということであった。町内の田や畑を



米のブランド化および６次産業化と同時にブド

ウ栽培の取り組みも始め、町内に農産物の生産

から加工までを行う会社が設立された。後継者

となる若者の移住も進みつつあり、新たにワイ

ナリーも設立された。また、ぶどうに加えて町内

の傾斜地で栽培されている温州ミカンやはっさ

くに関して、本土の消費地へ青果で出荷したと

しても流通コストがかかり価格競争では勝ち目

がなく、長期保存が可能で高付加価値化が見込

まれる果実酒などの商品開発が求められてい

る。 

   水稲については特に収益化が難しい。自ら栽

培した米を利用してどぶろくを製造する又は提

供することで収益性を高めることができれば、

現在米づくりに取り組んでいる移住してきた若

者たちの挑戦が持続可能なものになり、またそ

れに続く若者が現れることで島の田園風景が守

られていく。 

こうした好循環を生み出すために、小規模の

ワイナリーやどぶろく製造所が必要であり、規

制の特例措置による緩和が必要である。 

 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

本町では、狭い島の農地面積により大規模な

農業を経営することができず、小規模での営農

を余儀なくされてきた。小規模営農では専業で

農業に携わることができなかったり、規制の影

響で思い通り営農に取り組めなかったりという

現状がある。 

今回、本規制の特例措置の活用により、本町の

特産品であるブドウや温州ミカン、はっさくを

原材料に使用した果実酒の製造及びどぶろくを

製造・提供する農家民宿や農家レストランが開

業されることで、生産者の生産意欲の向上、品質

向上、経営拡大、遊休農地対策につながる。 

栽培するブドウの品種も、既存のワイン用ブ

ドウの他、島根県が開発した品種のブドウをワ

イン用として使い、他の産地とは違ったワイン

を製造することで本町の特色が出せるものと考

守るために米のブランド化および６次産業

化と同時にブドウ栽培の取り組みも始め、町

内に農産物の生産から加工までを行う会社

が設立された。後継者となる若者の移住も進

みつつあり、新たにワイナリーも設立され

た。 

   しかし、水稲については特に収益化が難し

い。自ら栽培した米を利用してどぶろくを製

造する又は提供することで収益性を高める

ことができれば、現在米づくりに取り組んで

いる移住してきた若者たちの挑戦が持続可

能なものになり、またそれに続く若者が現れ

ることで島の田園風景が守られていく。 

こうした好循環を生み出すために、小規模

のワイナリーやどぶろく製造所が必要であ

り、規制の特例措置による緩和が必要であ

る。 

 

 

 

 

 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

本町では、狭い島の農地面積により大規模

な農業を経営することができず、小規模での

営農を余儀なくされてきた。小規模営農では

専業で農業に携わることができなかったり、

規制の影響で思い通り営農に取り組めなか

ったりという現状がある。 

今回、構造改革特別区域計画を実施するこ

とにより、小規模でもワイナリーやどぶろく

の製造所を経営できるようになり、ブドウ生

産者や米の生産者の生産意欲の向上、品質向

上、経営拡大、遊休農地対策につながる。 

栽培するブドウの品種も、既存のワイン用

ブドウの他、島根県が開発した品種のブドウ

をワイン用として使い、他の産地とは違った

ワインを製造することで本町の特色が出せ

るものと考えている。 



えている。 

また近年では、島で養殖される岩牡蠣にあう

柑橘類を原料とする果実酒が注目されており、

島内でも自給率の高い温州ミカンやはっさくを

原料とした果実酒と水産物のセット商品の開発

が計画されている。加えて離島であることの輸

送面でのハンディキャップも平成 29 年度から

「有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離

島地域に係る地域社会の維持に関する特別措置

法」が施行されることにより航路運賃の低廉化、

運送料が軽減されることから、積極的に移出に

も取り組むことができ、経営の安定化につなが

る。 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

本規制の特例措置の活用により、本町の特産

品であるブドウや温州ミカン、はっさくを原材

料に使用した果実酒の製造及びどぶろくを製

造・提供する農家民宿や農家レストランが開業

されることで、新規就農者の確保や農家の所得

向上、安定化を図ることができる。 

  観光業と連携することにより、交流人口の増

加や消費拡大、町としての知名度アップにもつ

ながり、地域経済の活性化と雇用の創出に寄与

する。 

  また、遊休農地をブドウ畑や果樹畑（温州ミ

カン、はっさく、梅など）、水田として利用する

ことで島の景観保全を図る。 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域

に及ぼす経済的社会的効果 

本規制の特例措置の活用により、地元の農産

品を使った果実酒やどぶろくの醸造が可能とな

ることで、生産者の所得向上や新たな担い手の

確保及び遊休農地の解消へと繋がる。加えて、地

元の農産品を使った果実酒やどぶろくを新たな

町の特産物として島内外へ発信することで、新

たな海士町ファンを獲得し海士町一環で取り組

んでいる還流人口の呼び込みと拡大へのきっか

また離島であることの輸送面でのハンデ

ィキャップも平成 29 年度から「有人国境離

島地域の保全及び特定有人国境離島地域に

係る地域社会の維持に関する特別措置法」が

施行されることにより航路運賃の低廉化、運

送料が軽減されることから、積極的に移出に

も取り組むことができ、経営の安定化につな

がる。 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

 特例措置を活用することにより、地元の農

産物を使った果実酒やどぶろくを小規模施設

でも製造することが可能になり、新規就農者

の確保や農家の所得向上、安定化を図ること

ができる。 

観光業と連携することにより、交流人口の

増加や消費拡大、町としての知名度アップに

もつながり、地域経済の活性化と雇用の創出

も期待される。 

また、遊休農地をブドウ畑、水田として利

用することで島の景観保全を図る。 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区

域に及ぼす経済的社会的効果 

構造改革特別区域計画を実施することによ

り、地元の農産物を使った果実酒やどぶろ

くの醸造が可能となり、新たな町の特産品

として島外へ発信することができる。既存

の特産品と併せた販売戦略をとることで多

様な消費者のニーズにも応えることができ

るものと考えている。 



 

 

 

（２）構造改革特別区域計画（別紙 1）※709(710) 特産酒類の製造事業 

変更後 変更前 

１ 特定事業の名称 

709(710)特産酒類の製造事業（構造改革特別

区域法第 26 条） 

 

１ 特定事業の名称 

709（710）特産酒類の製造事業 

 

 

けとなる。ふるさと納税においても、ぶどうやは

っさくまたはそれらの加工品はまだ返礼品とし

て登録されておらず、新たな特産物として登録

することで取引数の増大も見込まれる。さらに、

既存の特産品と併せた販売戦略をとることで多

様な消費者のニーズにも応えることができるも

のと考えている。 

 

【経済的社会的効果の目標指標】 

区分 令和６年度 

（実績） 

令和７年度 

（見込み） 

令和８年度 

（見込み） 

令和９年度 

（見込み） 

特産酒類製

造事業者数 
１件 １件 １件 １件 

特産酒類

（果実）製

造量 

0.5 kl 2.1 kl 2.1 kl 2.1 kl 

特定酒類製

造事業者数 
0 件 １件 １件 １件 

特定酒類

（どぶろ

く）製造量 

0kl １kl ２kl ５kl 

※令和６年度は 12 月製造開始のため、温州みかん

を原料とした果実酒のみ製造（0.5kl） 

※事業開始から１年間（令和６年 12 月～令和７年

11 月）の製造見込み量は 2.1kl 

 

８ 特定事業の名称 

   707(708) 特定農業者による特定酒類の製造

事業（構造改革特別区域法第 25 条） 

709(710) 特産酒類の製造事業（構造改革特

別区域法第 26条） 

 

また、観光業と連携することにより、消

費拡大から交流人口の増加、雇用・新規就

農者の創出にもつながることが期待され

る。 

 

 

 

 

 

【経済的社会的効果の目標指標】 

区分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

特産酒類製

造事業者数 
1 件 1 件 1 件 

特産酒類

（果実）製

造量 

4kl 5kl 3kl 

特定酒類製

造事業者数 
1 件 1 件 1 件 

特定酒類

（どぶろ

く）製造量 

2kl 5kl 1kl 

   

 

 

 

 

８ 特定事業の名称 

   707(708) 特定農業者による特定酒類の製

造事業（構造改革特別区域法第 25条） 

709(710) 特産酒類の製造事業（構造改革

特別区域法第 26条） 

 



２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

  構造改革特別区域内において生産される地域

の特産物として指定された農産物（ぶどう、温

州みかん、はっさく、梅、りんご又はこれらに準

ずるものとして財務省令で定めるものに限る。

以下「特産物」という。）を原料とした果実酒を

製造しようとする者 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

  本構造改革特別区域計画の認定を受けた日 

４ 特定事業の内容 

（１）事業に関与する主体 

  上記２に記載の者で、酒類製造免許を受けた

者 

（２）事業が行われる区域

  島根県隠岐郡海士町の全域 

（３）事業の実施期間

  上記２に記載の者が、酒類製造免許を受けた

日以降 

（４）事業により実現される行為や整備される

施設等の詳細 

 上記２に記載の者が、特産物を原料とした果

実酒の提供・販売を通じて地域の活性化を図る

ため果実酒を製造する。 

５ 当該規制の特例措置の内容 

  当該規制の特例措置により、特産物を原料と

した果実酒を製造しようとする場合には、酒類

製造免許に係る最低製造数量基準が６キロリッ

トルから２キロリットルに引き下げられ、より

小規模な事業体も酒類製造免許を受けることが

可能になる。 

  これにより、農業者の経営の多角化、新たな

地域ブランドの創出、農業生産の拡大等、地域

農業の振興が図られるとともに、交流の拡大に

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

  構造改革特別区域内において生産される地域

の特産物として指定された農産物（ぶどう、温

州みかん、梅、りんご又はこれらに準ずるもの

として財務省令で定めるもの）を原料とした果

実酒を製造しようとする者 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

  本構造改革特別区域計画の認定を受けた日 

４ 特定事業の内容 

（１）事業に関与する主体

  上記２に記載の者で、酒類製造免許を受けた

者 

（２）事業が行われる区域

  島根県隠岐郡海士町の全域 

（３）事業の実施期間

   上記２に記載の者が、酒類製造免許を受けた

日以降 

（４）事業により実現される行為や整備される

施設等の詳細 

 上記２に記載の者が、地域の特産物として指

定された農産物（ぶどう、温州みかん、梅、り

んご又はこれらに準ずるものとして財務省令

で定めるもの）を原料とした果実酒の提供・販

売を通じて地域の活性化を図るため果実酒を

製造する。 

５ 当該規制の特例措置の内容 

  当該規制の特例措置により、構造改革特別区

域内において本町が地域の特産物として指定し

た農産物（ぶどう、温州みかん、梅、りんご又は

これらに準ずるものとして財務省令で定めるも

の）を原料とした果実酒を製造しようとする場

合には、酒類製造免許に係る最低製造数量基準

が６キロリットルから２キロリットルに引き下

げられ、より小規模な事業体も酒類製造免許を

受けることが可能になる。 



よる地域の活性化にも効果が見込まれる。 

  なお、当該特例措置により酒類製造免許を受

けた場合も、酒税法の規定に基づき、酒税の納

税義務者として必要な申告納税や各種記帳義務

が発生するとともに、税務当局の検査や調査の

対象とされる。 

  本町は、無免許製造を防止するために制度内

容の広報周知に努めるとともに、酒税法の規定

に違反しないよう、指導及び支援を行う。 

  これにより、農業者の経営の多角化、新たな

地域ブランドの創出、農業生産の拡大等、地域

農業の振興が図られるとともに、交流の拡大に

よる地域の活性化にも効果が見込まれる。 

  なお、当該特定事業により酒類製造免許を受

けた場合も、酒税法の規定に基づき、酒税の納

税義務者として必要な申告納税や各種記帳義務

が発生するとともに、税務当局の検査や調査の

対象とされる。 

  本町は、無免許製造を防止するために制度内

容の広報周知に努めるとともに、酒税法の規定

に違反しないよう、指導及び支援を行う。 

（２）構造改革特別区域計画（別紙 2）※707(708) 特定農業者による特定酒類の製造事業 

変更後 変更前 

１ 特定事業の名称 

707(708)特定農業者による特定酒類の製造事

業（構造改革特別区域法第 25条） 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

  構造改革特別区域内で酒類を自己の営業場に

おいて飲用に供する業（農家民宿や農家 レスト

ランなど）を併せ営む農業者で、米（自ら生産し

たもの又はこれに準ずるものとして財務省令に

定めるものに限る。）を原料としたその他の醸造

酒（以下「濁酒」という。） を製造しようとする

者。 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

 本構造改革特別区域計画変更の認定を受けた

日 

４ 特定事業の内容 

（１）事業に関与する主体

  上記２に記載の認定計画特定農業者で、酒類

製造免許を受けた者 

１ 特定事業の名称 

707（708）特定農業者による特定酒類の製造

事業 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

  構造改革特別区域内で酒類を自己の営業場に

おいて飲用に供する業（農家民宿や農家 レスト

ランなど）を併せ営む農業者で、米（自ら生産し

たもの又はこれに準ずるものとして財務省令に

定めるものに限る。）を原料としたその他の醸造

酒（以下「濁酒」という。） を製造しようとする

者。 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

  本構造改革特別区域計画変更の認定を受けた   

日 

４ 特定事業の内容 

（１）事業に関与する主体

  上記２に記載の認定計画特定農業者で、酒類

製造免許を受けた者 



（２）事業が行われる区域

  島根県隠岐郡海士町の全域 

（３）事業の実施期間

  上記２に記載の認定計画特定農業者が、酒類

製造免許を受けた日以降 

 （４）事業により実現される行為や整備される施設

等の詳細 

  上記２に記載の認定計画特定農業者が、濁酒

の提供を通じて地域の活性化を図るため 濁酒

を製造する。 

５ 当該規制の特例措置の内容 

  当該規制の特例措置により、構造改革特別区

域内において農家民宿、農家レストランな どを

営む農業者が、米（自ら生産したもの又はこれ

に準ずるものとして財務省令で定める ものに

限る。）を原料とした濁酒を製造する場合には、

製造免許に係る最低製造数量基準 が適用され

ず、酒類製造免許を受けることが可能となる。

  当該特例措置により、特定農業者による濁酒

の製造・提供が可能となることで、農業者の多

角経営化による経営基盤の強化が期待できると

ともに、地域にとっては農村体験などの新たな

観光メニューや地域の特産品が加わり、地域の

活性化や田園風景を守ることにもに大いに貢献

しできるものである。

  なお、当該特例措置により酒類製造免許を受

けた場合も、酒税法の規定に基づき、酒税の納

税義務者として必要な申告納税や各種記帳義務

が発生するとともに、税務当局の検査や調査の

対象とされる。 

  本町は、無免許製造を防止するために制度内

容の広報周知に努めるとともに、酒税法の規定

に違反しないよう、指導及び支援を行う。 

（２）事業が行われる区域

  島根県隠岐郡海士町の全域 

（３）事業の実施期間

  上記２に記載の認定計画特定農業者が、酒類

製造免許を受けた日以降 

 （４）事業により実現される行為や整備される施設

等の詳細 

  上記２に記載の認定計画特定農業者が、濁酒

の提供を通じて地域の活性化を図るため 濁酒

を製造する。 

５ 当該規制の特例措置の内容 

 当該規制の特例措置により、構造改革特別区

域内において農家民宿、農家レストランな どを

営む農業者が、米（自ら生産したもの又はこれ

に準ずるものとして財務省令で定める ものに

限る。）を原料とした濁酒を製造する場合には、

製造免許に係る最低製造数量基準 が適用され

ず、酒類製造免許を受けることが可能となる。 

  本特例措置により、特定農業者による濁酒の

製造・提供が可能となることで、農業者の多角

経営化による経営基盤の強化が期待できるとと

もに、地域にとっては農村体験などの新たな観

光メニューや地域の特産品が加わり、地域の活

性化や田園風景を守ることにもに大いに貢献し

できるものである。 

  なお、当該特定事業により酒類製造免許を受

けた場合も、酒税法の規定に基づき、酒税の納

税義務者として必要な申告納税や各種記帳義務

が発生するとともに、税務当局の検査や調査の

対象とされる。 

  本町は、無免許製造を防止するために制度内

容の広報周知に努めるとともに、酒税法の規定

に違反しないよう、指導及び支援を行う。 
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